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―実務の技―』（2017 年，青林書院，A5 版，本体 4,200 円）が公刊されることに
なった。本書（全 10 章 339 頁）は，具体的な事例を共通の題材（［ケース］）として， 
家庭裁判所に事件係属した犯罪少年が，少年法の枠内でどのように扱われていくか
を詳細かつ分かりやすく解説したものである。それぞれの段階のいずれについても， 





































（2） （i）　第 2 章「観護措置」（33 頁～74 頁）では，一般に「観護措置」の名称で
実務上定着している収容観護（少年鑑別所送致〔少 17 条 1 項 2 号〕）について，その
目的と機能（身柄拘束を手段とする，調査・審判への出頭の確保と罪証隠滅の防止，少
年の心情の安定と情操の保護，行動観察と心身鑑別）に続いて，充足すべき要件（事件


















間との関係では，2 週間を原則として 1 回の特別更新を認める規定ぶり （17 条 3 項） 
にもかかわらず，実務では 4 週間（1 回の特別更新）を前提とする運用が確立して
いることを知ることができる。




適な処遇を与えることによって 「健全な育成を期」 すために（少 1 条），少年の性格
上・環境上の問題性（要保護性）を可能な限り明らかにすることが要請されてい







































審判に出席しなければ審判を開けないこと（少審規 28 条 3 項）の意味などが理解で
きる。他方，未特例を含む判事補の単独関与（少 4 条，裁 31 条の 4 第 1 項）が認め
られることの根拠や，事実認定困難事案に対処するために 2000 年改正で導入され
た裁定合議制（裁 31 条の 4 第 2 項 1 号）および検察官関与と国選付添人制度の導入







「処遇選択」（157 頁～193 頁）においては，終局決定の種類（審判不開始〔少 19 条〕，
不処分 〔少 23 条〕，児童福祉機関送致 〔少 18 条〕，検察官送致 〔少 20 条〕，保護処分 〔少
24 条〕）に言及したうえで，少年処遇の中核をなす保護処分（保護観察，児童自立支




的な処遇勧告（少審規 38 条 2 項）による処遇の多様化（一般短期保護観察，交通短期
保護観察など）と保護的（教育的）措置による事実上の処遇，さらには試験観察（少










（iii）　第 6 章「特殊事件」（195 頁～226 頁）においては，2000 年の少年法改正で



















以降に認められることになった，記録の閲覧・謄写（少 5 条の 2），意見の聴取（少















（ii）　第 9 章「少年矯正」（277 頁～302 頁）においては，少年院・少年鑑別所の成
立と少年院法・少年鑑別所法の成立（2014 年）過程が説明された後，少年鑑別所で
の活動（鑑別と観護措置との関係，鑑別，収容審判鑑別の流れと具体的内容，少年院送致
決定後の鑑別）の実際が説明されている。また，第 1 種少年院送致を想定した 
［ケース］との関係で，少年院の基本的な制度設計の概要（少年院の種類，矯正教育
課程，少年院矯正教育課程，個人矯正教育課程，処遇の段階）が説明された後，［ケー








［ケース］が第 1 種少年院送致決定であったことから，第 5 章と第 9 章ではごく簡


















































保護事件における付添人の関与率は，1990 年代のはじめには 1% にも満たなかっ
たものが，現在では 22% を占めるまでになり，付添人のうちの 99% を弁護士が占
めている。さらに，数次の少年法改正（2000 年，2007 年，2008 年）によって，国選
付添人事件および必要的付添人事件の範囲が拡張され，弁護士付添人の役割に大き
な期待が寄せられる状況が生じている（丸山雅夫「少年事件における弁護士付添人の
関わり」南山法学 41 巻 3・4 号〔2018 年〕225 頁以下）。こうした状況のもとで，弁護
士付添人の資質向上がきわめて重要な課題として認識されているところである（廣





輯 1 号〔法曹会，2012 年〕263 頁， 佐藤英彦「少年審判手続における弁護士付添人の役割
論再考」家庭の法と裁判 3 号〔2015 年〕21 頁）。その原因としてはさまざまなものが
考えられるが，大学や法科大学院で少年法関係の講義の開講実績が少ないことや，
少年法が司法試験の受験科目になっていないこと，さらには司法試験合格後も，家
庭裁判所における短期間の実務研修を経るだけで弁護士登録をしなければならない
ことが挙げられよう。しかし，現時点においては，期間を含めて司法試験合格後の
実務修習の内容を充実させる以外には，最善の策としての「制度的に解決する方
策」は想定できず，実際の事件を通じて「経験を積みながら学んで」自らが資質を
向上させていく以外にはないと思われる。そうした大きな限界のなかで，少年保護
事件 （手続） の現実を実務の観点から分かりやすく教えてくれる本書は，心強い味
方となる。少年事件を経験する前（際）に本書を読んで臨めば，何らの不安もなく
適切に少年事件に取り組むことができるはずである。
